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過疎化と向き合い持続するコミュニティを 
目指して―「まちの整体」モデルから 

復興まちづくりへの展開―
森　傑

コープさっぽろが北海道の過疎地域において大型店の新規出店を行った事業の評価分析を踏まえ，深刻な人口減少
時代に突入した今日の地方の賦活・更新へ向けての視点としての「まちの整体」という着想を解説し，限界や消滅とい
う衝撃的な現実に直面している社会的な背景とその不合理さを指摘する．そして，東日本大震災によって被災した宮城
県気仙沼市の小泉地区において，筆者が高台集団移転の計画支援を行っている住民主導のまちづくりの取り組みを紹介
しながら，被災地が過疎化と向き合いながらも持続的なコミュニティを目指している挑戦の課題と可能性を展望する．
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1.　最先端にいる北海道

人口減少や都心部への人口集中などの影響によって，
地方の農山漁村における過疎化および少子高齢化は急
速に進行している．例えば北海道では，全集落6,629
のうち570カ所が限界集落であり，今後，消滅の危機
に直面する集落が3割近い160カ所に及ぶといわれて
いる［1］．また，北海道経済連合会によると，北海道
の人口は現在の551万人から，30年後の2040年には
414万人まで減少すると推計されており，地域によっ
ては30年間で3～4割減ということが指摘されてい
る［2］．世界で最も少子高齢化の進んだ国といわれる
日本において，その最先端の状況と課題に直面してい
るのが北海道といえよう．今後将来，大胆な政策によ
るダイナミックな人口移動や定住移民の大幅な増加の
可能性がないわけではないものの，ほぼ確実な予測と
いわれているこの人口推計が暗示するのは，衝撃的な
未来予想図である．

2.　公共施設再編に関する議論

人口減少時代へ突入し，筆者の専門である建築計
画・都市計画の分野において活発に議論されている
テーマの一つが，公共施設の再編である．いわゆる平
成の大合併として，日本の自治体数は1999年の約
3,200から，現在では約1,700へと再編された．また，

地域における急速な人口減少は自治体の税収減へと直
結し，国からのさまざまな補助金も見直されるなか，
各自治体は既存公共サービスと施設の有効な再編・再
配置を検討推進している．
過疎化最先端である北海道では，夕張市を例に出す

までもなく，多くの市町村が深刻な財政難を抱えてい
る．そこでの公共サービスの見直しは，再編による合
理的な運用の実現ではなく，直接的なサービス水準の
押し下げと量的縮小を意味する．過疎地域では特に学
校施設の統廃合が顕著であるが，学習環境における大
都市との格差が一段と拡大していると同時に，廃校舎
の解体費さえも捻出できないまま，それゆえ売却先も
見つからないまま，それらの多くを未利用施設として
抱え続けている．まさに，財政負担の負のスパイラル
に陥っているといえよう．
そもそも公共サービスには，経済的合理性からは一

定の距離をとる考え方が根底にある．地域の人々の生
活の質を向上させるべく，たとえ経済的な効率が悪く
ともサービスを必要とする人が一人でもいる限りそれ
を提供する，ということが基本である．そのような視
点に立てば，過疎地域で生活する人々の福祉を維持・
改善するための方策を検討することは，喫緊の今日的
課題である．しかしながら現実には，財政難を抱える
小さな市町村が，新たに公共サービスや公共施設を整
備することはほぼ不可能に近い．一方，民間企業から
みれば，過疎地域での事業展開は，安定した収益とそ
の将来性を期待することはできず，あまりにもリスク
の高いマーケットと判断されるのが常識的である．近
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年では，過疎地域に限らず，従来自治体が提供してい
た公共サービスを民間へ移行させる取り組み，例えば
公設民営やPFIなどの手法による公共サービスへの民
間活力の導入が盛んであるが，現状としては必ずしも
十分には民間企業の積極的なインセンティブを引き出
すことはできておらず，実質的な自治体負担の軽減へ
とつながっていないとの指摘もある［3］．

3.　コープさっぽろ・あかびら店への注目

一見，公共施設の再編と無関係のように見えるかも
しれないが，筆者はここ数年，営利を目的とした民間
建築物，特に大規模小売店舗の公共的可能性に注目し
ており，生活協同組合コープさっぽろによる北海道の
過疎地域における事業展開を追跡的に調査している
［4］．コープさっぽろは，2009年2月に赤平市へ新規
出店した．赤平市はかつて炭鉱業で栄え，最盛期には
59,430人の市民を擁していたが，その後の炭鉱業の
衰退により人口は激減，現在では13,000人弱まで落
ち込んでいる．いわゆる少子高齢化の著しい過疎地域
において，約3,000 m2の大型店舗を新たにかまえる
ことは非常に稀であり，コープさっぽろの試みはマス
メディアに取り上げられ，道外からも大きな関心を集
めている．
あかびら店への全国的な注目は，ビジネスモデル的
に見れば，過疎地域を対象としたニッチ戦略のインパ
クトであることは間違いない．組合員は無料で利用で
きる市内巡回バスを運行し，高齢者が通院ついでに買
い物できる環境を提供している第一の目的は，市内の
高齢者が自力で買い物へ出かける際のバリアを取り除
くことにあったこともいうまでもない．しかし，建築
計画・都市計画を専門とする筆者が最も関心を持った
のは，中心市街地にある廃校となった旧赤平小学校の
跡地へ店舗を建設した点である．筆者は，あかびら店
の事業展開は，過疎化が進む地域における公共サービ
ス・公共施設の現実的な再編手法の手がかりを示唆し
ているととらえている．
あかびら店では，買い物客の巡回バスの待ち時間を
考慮して，店舗内にテレビや飲み物を備えた約50 m2

の待合スペースを用意している（写真1）．その利用
実態調査を行ったところ，巡回バスを利用する高齢者
のみならず，地域の中学生が待合スペースを頻繁に利
用している状況が確認できた．例えば，特に冬は屋外
で球技や談話などができないため，放課後は待合ス
ペースで友達と会話や軽食を楽しむことが習慣になっ

ている．また同じく，巡回バスの利用実態調査も実施
した．利用者は市内の高齢者が中心であり，乗車して
きた利用者は他の利用者と車内に掲示されているチラ
シを見ながら雑談するなど，車内は常に賑わっていた
（写真2）．特に注目すべきは，若い頃はまち中でよく
出会っていたものの，高齢になってから疎遠になって
いた離れたエリアに住む知人と再び顔を合わすことが
できるようになったという喜びの声である．コープ
さっぽろが物販以外で提供している巡回バスや待合ス
ペースという空間が，地域の社交の場として大きな役
割を担っている．
一般に，公立の小中学校はまちの中心に配置されて

いることが多く，その立地特性は地域において大きな
意味・価値を持っている．それと関連して，近年の地
方における小中学校の統廃合傾向においてある程度の
類似性が見られる（図1）．
日本において近代的な教育システムが整えられる以

前は，児童教育の場は，まちの人々によって自主的に
設立・運営された寺子屋が基本であった．それは，地

写真1　あかびら店の待合スペース

写真2　市内巡回バスの車内
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域の人々が，まちの将来を担う子ども達の育成に責任
を持って携わるという意味で非常に重要な存在であり，
まちの中心的な場所に設立されることが多かった．そ
して，明治時代に入り学制が公布されると，旧来の寺
子屋は小中学校へと転用された．その後の日本は，戦
後の復興から高度経済成長時代を迎えることとなった．
人口は急速に増加し，ニュータウンと呼ばれる郊外住
宅地が大きく開発され，そこへ新しい小中学校が次々
と開校されることとなった．
さて，問題は現在である．冒頭で述べたとおり，日
本は人口減少時代へ突入している．地方のまちは，人
口増加・高度成長の中，中心市街地には業務・商業施
設，住宅地は郊外という構造を持つこととなった．今
日，郊外に住み続ける人々は高齢化し，車中心の生活
の普及と人口減少による地域消費力の低下とともに，
中心市街地は衰退の一途をたどっている．このような
背景の中，公立の小中学校の統廃合は必然的に推し進
められるわけであるが，空洞化の進む中心市街地に比

べれば，スプロールした郊外住宅地にある小中学校は
築年数が浅く，そこへ統合される場合が多くなる．結
果的に，中心市街地に立地する旧来の小中学校が廃校
となり，まちの中心にぽっかりと大きな土地が空くわ
けである．
まちの重心に位置する廃校地は，上述の歴史が語る

ように，本来はまちの一等地である．その立地のポテ
ンシャルを具体的に指摘すると，（1） 宅配・回収サー
ビスの最大効率化が図れる，（2） 他の施設利用を機と
したついで利用が見込める，（3） 半径800 m以内の徒
歩圏というアクセシビリティが確保できる，である．
あかびら店の敷地は，市立総合病院と赤平中央中学

校とに隣接している（図2）．また，周辺には他にも，
JR赤平駅に併設されている交流センター，図書館，
総合体育館，公民館などといった市の主要施設が集積
し，あかびら店から半径500 m以内にすべて立地し
ている．加えて，現在は確実に衰退してはいるものの，
赤平中央商店街と「やすらい通り」と呼ばれる飲食街

図1　地方における小中学校の統廃合傾向
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もあり，あかびら店はまさに中心市街地の中でもその
中心に立地している．このような立地のポテンシャル
という基盤が，これら他の公共施設との相互利用の促
進や，地域住民同士の社交の回復といった副次的な効
果へ結びついていると考えられる．

4.　「まちの整体」という視点

「まちの整体」という視点を提唱している．地方で
未利用・低利用なまま抱えられている公共建築群の再
編を軸にしながら，人口3割減時代を見据え，地方都
市の広義の適正規模化を図るものである．いわゆるコ
ンパクトシティ論のように聞こえるかもしれないが，
都市構造に対するとらえ方と目標の描き方がそれとは
本質的に異なる．
地方の小都市は，国レベルの高度成長・人口増加に
おける生産と消費に追従すべく，これまで必死になっ
て筋肉をつけてきた．筋力を上げるためなら，中央か
らのドーピングも積極的に受け入れた．しかし当然，
そのような不自然な筋肉増強は本来の骨格には見合わ
ない．筋肉とのバランスを欠いた骨格は，生産と消費
に酷使されることでさまざまな歪みを生じることと
なった．そして，低成長・人口減少への変化の中で次
第に痩せ細り，ごまかし続けてきた歪みも，生活に支
障をきたす痛みや病となって現れ始めた．「まちの整
体」は，地方都市の歪みを本来もっている骨格へ整え，
老いが進みながらも適切な代謝を維持し，大手術や投
薬に頼ることなく最期まで自力で食べて歩ける身体へ
と改善しようという戦略である．適正な身体を自己管
理しながらも遂には自力で食べて歩けなくなったとき，
そのまちは人生を全うしたといえると思う．
縮退という言葉が普及して久しい．冒頭でも触れた
が，北海道では近い将来消滅すると予想される集落は
百数十にのぼるといわれる．しかし，このような消滅

という衝撃的な予測でさえも，国全体が人口減少して
いるのだから仕方がないと，妙に世間は納得している
ところがあるようだ．はたしてそうだろうか．かなり
不合理な消滅もその中には多いのではないか．先の比
喩に絡めると，ドーピングが切れた後の急激な衰弱と
治療と称した大手術や投薬による寝たきり状態，その
行く末としての消滅なのではないかと思っている．
筆者には，日本の地方都市のあり方として挑戦的に

検討したい将来像がある．これからの急速な人口減少
を見据えると，大都市や中核都市へ人口が移動し，弱
小都市は消滅していくと想定するのが一般的なリアリ
ティであると思うが，あえてそれとは異なる将来の可
能性を描いてみたい．それは，日本各地で1万人規模
のまちが自立的に持続していくような時代，大都市・
中核都市は大幅に人口が減少するが，地方の小都市は
「まちの整体」に取り組み，人口1万人を維持してい
くというあり方である［5］．
さてわれわれは今，東日本大震災という現実に直面

している．阪神・淡路大震災を経験した身であるが，
全く被災の性質が異なるということを直感的に理解し
た．阪神のときは，自分の家がそこにあったという痕
跡がその場所に残っていた．今回はその手がかりが全
くない．阪神では，被災後すぐに自分の土地へ小屋を
セルフビルドし，これから再建するぞという意気込み
を見せ，地域を積極的に引っ張る人々に出会うことが
できた．そのようなモチベーションが得られたのも，
その場所に痕跡が残されていたからだと思う．わが家
を失い避難所や仮設住宅で生活されている方々の話を
聞き，住まいが人間の自己存在認識にとっていかに大
きな意味を持つのかを改めて考えさせられた．
縁があり，宮城県気仙沼市の小泉地区における住民

発案の集団移転計画に携わることになった（図3）．
被災地の中には，震災前から既に過疎化が進んでいた
地域も少なくない．小泉地区もその一つである．その
まちが丸ごと飲み込まれた．集団移転については，他
の被災地からもいくつか話題に上ってきているが，小
泉はその始動の早さから特に注目を集めている．しか
し，この小泉の主体性をいわゆる都会的なまちづくり
における住民参加という感覚でとらえられてはまずい．
確かに小泉の人々は，自分自身でまちを早く再生した
いという思いで取り組んでいる．しかし，それを強く
後押ししているのは，皮肉にもこの視界不良な国の現
状である．このまま地方を放置していると，外へ移住
する人が増えるのは確実だ．これは税金を使わない最

図2　あかびら店の立地環境
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も簡単な縮退誘導ともいえる．そのようなシナリオに
少なからずリアリティを感じてしまうのも恐ろしい．
だが，それで得られる日本の未来は本当に幸せなのだ
ろうか．この縮退シナリオは国家的には合理的かもし
れないが，人間的には確実に不合理なはずだ．

5.　気仙沼市小泉地区の始動

気仙沼市小泉地区は，国や市の復興計画がなかなか
示されないなか，被災直後から再生へ向けての住民組
織を立ち上げ，高台への集団移転に関わる合意形成を
試み，具体的な事業計画の検討に取り組んでいる．集
団移転を要望するという単発的な意思表明に終わらず，
着実にフォーラムやワークショップを積み重ねており，
徐々に県内外からの小泉地区への関心も高まってきて
いる［6］．
小泉地区の住民は，被災間もない4月に「小泉地区
明日を考える会」を結成した．そして同時に，同会が
事務局となり集団移転協議会の準備委員会を立ち上げ，
住民意向アンケートなどを自ら実施し，地区全体での
合意形成を進めてきた．筆者は，この住民発案による
高台集団移転を実現するために協力している専門家の
一人であるが，実は6月から小泉の仲間に入れていた
だいた途中参加組である．小泉地区のいち早い始動は，
筆者が住民を後押ししたり賛同を呼びかけたりしたも
のではない．筆者が相談を受けた時点で，既に「集団
移転へ向けて住民をまとめたい」というのではなく，
「集団移転を決めたので実現するための知恵と技術を
借りたい」という話であった．まだまだ他の被災地が
復旧に追われているような時期に，その小泉地区の意

欲と行動力に驚かされた．
小泉地区は3月11日に十数メートルの津波に襲わ
れ，同地区の518世帯のうち266世帯が流出・全壊と
いう被害を受けた（写真3）．一方，そのような壊滅
的な住家被害に対して，1,810人の住民のうち死者・
行方不明者は43人にとどまった．約3％という人的
被害は，隣町やその他の沿岸部集落に比べ奇跡的とも
いえる低さである．このことは小泉地区の立ち上がり
の早さと大きく関係している．
ここであえて，今回の復興の困難さを認識するため

に乱暴なたとえ話をしたい．復興へ向けて率先して他
の住民を引っ張っていくような人間が，ある地域の中
で1割くらい出てきてくれると仮定しよう．人口50
人の集落が被災しその6割の30人が生存したとして
も，旗振り役となる人はたったの3名である．住民が
自力で復興へ動き出すためには，資金力や労働力は当
然として，現実問題として情報を発信・収集できたり
さまざまな支援や援助を取り付けたりできるコネク
ションも不可欠である．復興に必要なリソースへたど
り着くことのできる確率は，生存者が多いほど，旗振
り役が多いほど高くなる．筆者は，これが今回の被災
地の特徴の一つであり厳しい現実であると痛感してい
る．
東日本大震災で被災した沿岸部の集落は小さなとこ

ろばかりである．十数世帯で暮らしていた集落がほと
んど跡形もなく津波に飲み込まれた．小泉に通ってい
ると，少なからず周辺地域の声が届いてくる．生存し
た人々は決して希望を捨ててはいない．しかし，動く
ことのできる人間が一人や二人では何もできない，立
ち上がるにも立ち上がれない現実が目の前にあるのだ．
人の生死は数でその重みを比較することは当然できな
い．それでもやはり，多くの小泉の方が生存したこと

図3　宮城県気仙沼市本吉町の小泉地区

写真3　被災後の小泉地区／避難した小泉小学校から望む
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が復興への勇気ある一歩を踏み出すことにつながった
のは確かであろう．
だがこれも，小泉地区の運が良かったという話では
ない．小泉の人的被害3％は決して運任せの結果では
なく，コミュニティとしての必然として成し得たのだ
ということを伝えたい．3月11日の一週間前，小泉
地区では津波を想定した避難訓練を実施していた．避
難先として地区会館が指定されていたのであるが，訓
練の際に「ここだと大きな津波が来ると危ないのでは
ないか」という意見が出たという．それをきっかけに
その場で議論し「次回に避難をするときは高台にある
小学校へ」となったと聞いた．そして3月11日，地
区会館へは津波が押し寄せ，多くの人が高台の小学校
へ避難し助かった．だが，避難場所を高台に設定した
だけで人命を救えるわけではない．住民がその高台へ
避難しなければまったく意味はなく，高台に避難場所
を定めていても多くの被害者を出した地域も少なくな
い．小泉には，突然変更した避難場所をたったの一週
間でほとんどの住民へ周知できるコミュニケーション
力と，誰がどこにいるのかを皆が認識し互いに助け合
いながら避難できた結束力があったのである．

6.　過疎化と向き合い持続するコミュニ
ティへ

それではなぜ，小泉の人々はコミュニティの継承・
持続の手段として高台への集団移転を選んだのか．そ
の理由ははっきりしている．かつての場所に住めなく
なったからである．住めないという理由には，地区全
体が地盤沈下したことや農地の塩害が甚大であること
など直接的・間接的にさまざまな側面があるが，小泉
住民の自然な総意として，小泉を存続させるためには
高台へ移るべきであるという意志決定に至ったのであ
る．
千年に一度といわれる未曾有の大災害．歴史を遡る
と，東北の沿岸部において高台へ移転した集落が数多
く存在する．そのうちのいくつかは今回の津波では被
害を受けてしまったが，私たちの先人は数百年に一度
の大津波を経験するたびに，集落を存続するための高
台移転を決意してきたのである．それはまさに，自然
の驚異を理解し自然と共存するための人間としての自
然な選択だったのだと思う．人的被害を最小限に抑え
た小泉コミュニティが，人間として本能的な共通認識
のもと，一丸となって高台移転を決意したのである．
ここには学術的あるいは技術的な判断が入る余地はな

い．小泉の人々による高台移転の選択は，歴史的な英
断である．
レジリエンシー・レジリエンス（復元力）が，震災

後の議論で一つのキーワードとなっている．筆者はレ
ジリエンシー・レジリエンスの根本的な源はコミュニ
ティだと考える．そして，コミュニティとは何かとい
う机上の議論は繰り返されているが，結局は非常に単
純なことだということを，小泉でのワークショップを
通じて理解し始めている．住民同士の顔が見える日常
的な意思疎通と相互扶助なのである．
だが，小泉地区が選んだ道のりは決して平坦ではな

い．貴重な平地ゆえに農地が災害がれきの二次仮置場
予定地となっていることや三陸縦貫道建設ルートと移
転先との位置関係などの短期的な問題もあるが，むし
ろ長期的な意味での険しさが大きくのしかかってくる．
被災地の中には，震災前からすでに過疎化が進んでい
た地域も少なくない．岩手・宮城・福島3県の沿岸部
の人口は，東日本大震災の影響を考慮しなくとも30
年後には約4割減少するという．小泉地区もその一つ
である．「まちの整体」は既存の更新が前提であるが，
集団移転は全く新しい身体として生まれ変わるに近い．
被災しなくとも数十年後には，まちをたたむのか否か
の選択を迫られたかもしれない．そのような小泉にこ
れからの何十年・何百年と持続できるポテンシャルは
あるのだろうか．正直悩ましい．しかし，そこで生き
る人々が希望と意欲をもって再生を望むのであれば，
専門家として全力で支援したい．子ども・孫そしてそ
の次の世代への想像力を働かせることができれば，持
続可能な新しい小泉を得る絶好の機会である．

7月以降，隔週で住民ワークショップを実施してき
ている（写真4, 5）．このプロジェクトには，小泉地

写真4　第1回フォーラム「あたらしい暮らしのかたち」
（2011年7月6日）
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区の住宅が高台へ移ること以上の意義があると考えて
いる．100世帯以上の集落は，小泉地区のまわりに決
して多くはない．これから復旧や再建が進んだとして
も，近い将来いわゆる限界集落として孤立する地域も
増えてくるだろう．いよいよその場所で生活が困難と
なったときに人々に頼られるような小泉の姿を描きた
い（図4）．筆者が現在の職場で定年まで過ごすとな
ると，小泉がこれから直面する人口4割減の時代を共
に歩んでいくことになる．いま小学校に通っている子
どもたち，そしてまだ見ぬ未来の小泉人，彼らととも
に先人の英断に感謝できるような30年後を目指した
い．
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図4　高台移転計画案の俯瞰パース


